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高齢化・人口減少社会における
人と環境にやさしい交通社会
過疎地における自動運転システムの導入

一ノ瀬友博　Tomohiro ICHINOSE

　21世紀に入り、日本は本格的な人口減少局面
に入った。最新の将来人口予測では、2050年に
日 本の 人口 は、⚑億人 を割り込み、約9,700万人
になるとされている。高齢化率の上昇も急激で、
2060年には約4割が65歳以上の高齢者になると
予測されている。国土交通省国土政策局の予測
では、2005年時点の人口が⚑万人以下の自治体
の人口減少は著しく、2050年にはその人口が半
分近くになり、⚑万人から⚕万人の自治体でも、
⚔割の減少が予測されている。さらに、現在人
が住んでいる場所の⚒割が無人化するとされて
いて、現在の過疎地には居住者がいない地区が
あちこちに見られるようになるだろう。
　既に過疎地においては、鉄道の廃線やバス事
業者の撤退、路線バスが存在していてもその本
数の少なさからほとんど利用されていないなど、
これまでもたびたび指摘されてきた。自ら移動
手段を持たない世帯では、買い物すらままなら
ず、買い物難民という言葉も生まれた。自家用
車を保有していても、高齢化とともにいつまで
安全に運転ができるかという課題も出てきた。
また、過疎地からガソリンスタンドが次々消え
ていっているという状況も報告されている。
　政府や地方自治体は、来たるべき超高齢化・
人口減少時代に備えて、都市の規模を適切にし、
徒歩か公共交通機関を使う範囲で生活の大部分
が成立するようなコンパクトシティを一つの方
向性として目指しているが、もともと人口密度
の低い、農山漁村地域の将来像については、未
だ方向性は示されていない。
　私は、2050年やもっと先の将来を見据え、こ
の10年で過疎地における自動運転システムを試
験的に導入すべきであると考えている。私自身
は自動運転の技術について全くの専門外である

が、基盤となる技術はほぼ確立されているとい
う。しかし、安全面を考えれば、いざというと
きの事故が大きくなる高速道路や、さまざまな
タイプの車両が行き交い、歩行者も多い都市よ
り、過疎地においてこそ実験的に導入が可能で
あろう。
　人口密度が低い過疎地といっても、日常生活
の中では一度の移動距離が30kmを超えること
はそうそうないだろう。よって、現在既に製品
化されているような超小型電気自動車で航続距
離は十分であるし、交通量が少ないことが、初
期の自動運転にとってはアドバンテージとなる。
利用頻度がそれほど高くないことも充電時間の
確保には有利に働くし、買い物場所や病院など、
移動先が限られていて集中しているのも実用化
に適しているだろう。加えて、農山漁村地域は、
自然再生エネルギーの活用もしやすい。ICTを
活用し、自然再生エネルギーの創出・活用と自
動運転交通システムを組み合わせたモデルは、
国外からも注目を浴びるだろう。
　人口減少というと、暗い将来という面ばかり
が強調される。しかし、農山漁村地域には豊か
な自然資源があり、過密な都市とは比較になら
ないぐらいの空間がある。近年は、都市から農
山漁村地域への移住も一つのトレンドとなって
いる。しかし、人口密度が低い地域では常に移
動の不自由さがつきまとう。ここを突破する自
動運転システムの導入は、日本の人々のライフ
スタイルを変えうる大きなイノベーションにな
るだろう。
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